
１ 18年５月中間期の業績（平成17年12月１日～平成18年５月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益  118円 24銭 

  

３ 配当状況 

  

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後

様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。 

(財)財務会計基準機構会員

平成18年11月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年７月14日

上場会社名 マルカキカイ株式会社 上場取引所（所属部） 東証・大証（各市場第二部） 

コード番号 7594 本社所在都道府県 大阪府 

(URL http://www.maruka.co.jp) 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 釜江 信次 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役管理本部長 氏名 森 康明 ＴＥＬ （072）625－6551 

中間決算取締役会開催日 平成18年７月14日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成18年８月11日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 

(1）経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年５月中間期 16,447 (5.0) 784 (73.0) 840 (53.5)

17年５月中間期 15,665 (38.9) 453 (39.3) 547 (34.6)

17年11月期 32,459 (26.6) 1,487 (82.7) 1,740 (74.0)

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年５月中間期 492 (54.6) 55 44 

17年５月中間期 318 (39.5) 38 45 

17年11月期 968 (76.6) 113 18 

（注）①期中平均株式数 18年５月中間期 8,885,577株 17年５月中間期 8,287,574株 17年11月期 8,287,533株

②会計処理方法の変更 有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2）財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年５月中間期 25,602 8,231 32.1 896 17 

17年５月中間期 20,428 5,728 28.0 691 24 

17年11月期 23,454 6,628 28.3 796 18 

（注）①期末発行済株式数 18年５月中間期 9,184,677株 17年５月中間期 8,287,574株 17年11月期 8,287,377株

②期末自己株式数 18年５月中間期 112,623株 17年５月中間期 112,426株 17年11月期 112,623株

２ 18年11月期の業績予想（平成17年12月１日～平成18年11月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 

  百万円 百万円 百万円

通 期 34,500  1,786  1,086  

・現金配当  １株当たり配当金 

 中間期末 期末 年間

17年11月期 － 14 14

18年11月期（実績） 7 －
14

18年11月期（予想） － 7
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１．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成17年５月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  3,634,221   5,883,917   4,797,629   

２．受取手形 ※２ 4,876,295   4,708,545   5,066,910   

３．売掛金  6,310,924   7,212,086   6,866,692   

４．有価証券  0   0   0   

５．商品  329,766   478,848   364,867   

６．繰延税金資産  199,993   193,477   193,477   

７．短期貸付金  95,000   334,000   171,000   

８．その他  345,510   955,334   817,765   

貸倒引当金  △382,473   △354,665   △357,676   

流動資産合計   15,409,239 75.4  19,411,547 75.8  17,920,668 76.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 303,363   303,842   297,431   

(2）構築物  18,583   15,532   15,627   

(3）車両運搬具  5,380   3,639   4,106   

(4）工具器具備品  12,549   19,701   11,632   

(5）レンタル機械  8,482   326,500   6,563   

(6）土地 ※２ 2,256,300   2,250,624   2,256,300   

有形固定資産合
計  2,604,659  12.8 2,919,841  11.4 2,591,660  11.1 

２．無形固定資産  5,091  0.0 4,998  0.0 4,946  0.0 

３．投資その他の資
産           

(1）投資有価証券 ※２ 1,028,278   1,820,053   1,448,595   

(2）関係会社株式  972,459   807,203   1,017,203   

(3）長期貸付金  430,455   230,699   396,420   

(4) 長期性預金   －   300,000   －   

(4）繰延税金資産  2,347   －   －   

(5）その他  272,313   364,893   370,829   

貸倒引当金  △297,566   △264,678   △306,308   

投資その他の資
産合計  2,408,287  11.8 3,258,170  12.7 2,926,740  12.5 

固定資産合計   5,018,039 24.6  6,183,010 24.2  5,523,346 23.6 

Ⅲ 繰延資産    1,300 0.0  8,053 0.0  10,737 0.0 

資産合計   20,428,578 100.0  25,602,610 100.0  23,454,752 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成17年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  6,568,924   7,486,724   6,465,515   

２．買掛金  4,635,532   5,577,913   6,194,434   

３．短期借入金 ※５ 150,000   100,000   150,000   

４．一年内返済予定
長期借入金 

※２ 1,316,250   250,000   535,000   

５．一年内償還予定
社債  49,000   119,000   119,000   

６．未払法人税等  239,980   343,375   508,502   

７．延払販売未実現
利益  236,072   186,491   205,327   

８．役員賞与引当金   －   15,043   －   

９．その他  419,830   1,476,573   865,945   

流動負債合計   13,615,591 66.7  15,555,121 60.8  15,043,727 64.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   177,500   773,500   833,000   

２．長期借入金 ※２ 492,500   288,750   356,250   

３．預り保証金  52,316   52,316   52,316   

４．繰延税金負債   －   227,026   206,514   

５．再評価に係る繰
延税金負債  82,064   207,252   82,064   

６．退職給付引当金  75,708   49,464   43,346   

７．役員退職慰労引
当金  204,225   218,175   209,175   

固定負債合計   1,084,314 5.3  1,816,484 7.1  1,782,667 7.6 

負債合計   14,699,906 72.0  17,371,606 67.9  16,826,394 71.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   618,000 3.0  － －  618,000 2.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  454,000   －   454,000   

資本剰余金合計   454,000 2.2  － －  454,000 1.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  120,704   －   120,704   

２．退職給与積立金  497,327   －   497,327   

３．固定資産圧縮積
立金  157,064   －   157,064   

４．別途積立金  1,015,070   －   1,015,070   

５．中間（当期）未
処分利益  2,546,561   －   3,195,971   

利益剰余金合計   4,336,727 21.2  － －  4,986,136 21.3 

Ⅳ 土地再評価差額金   123,096 0.6  － －  123,096 0.5 

Ⅴ その他有価証券評
価差額金   228,512 1.1  － －  479,054 2.0 

Ⅵ 自己株式   △31,663 △0.1  － －  △31,930 △0.1 

資本合計   5,728,672 28.0  － －  6,628,358 28.3 

負債資本合計   20,428,578 100.0  － －  23,454,752 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成17年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  1,403,137 5.5  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   1,237,630   －   

資本剰余金合計    － －  1,237,630 4.8  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   120,704   －   

(2）その他利益剰
余金 

  －   4,722,476   －   

退職給与積立
金 

  －   497,327   －   

固定資産圧縮
積立金 

  －   155,464   －   

別途積立金    －   1,015,070       

繰越利益剰余
金 

  －   3,054,613   －   

利益剰余金合計    － －  4,843,180 18.9  － － 

４ 自己株式    － －  △31,930 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  7,452,017 29.1  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券
評価差額金 

   － －  509,822 2.0  － － 

２ 土地再評価差額
金 

   － －  269,164 1.0  － － 

評価・換算差額等
合計 

   － －  778,986 3.0  － － 

純資産合計    － －  8,231,004 32.1  － － 

負債純資産合計    － －  25,602,610 100.0  － － 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   15,665,391 100.0  16,447,321 100.0  32,459,635 100.0 

Ⅱ 売上原価   14,308,358 91.3  14,663,123 89.2  29,233,307 90.1 

売上総利益   1,357,033 8.7  1,784,198 10.8  3,226,327 9.9 

延払条件付譲
渡益戻入額  69,553   51,222   125,759   

延払条件付譲
渡益繰延額  45,552 24,001  32,386 18,836  71,013 54,745  

差引売上総利
益   1,381,034 8.8  1,803,034 11.0  3,281,073 10.1 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費   927,644 5.9  1,018,596 6.2  1,793,729 5.5 

営業利益   453,390 2.9  784,438 4.8  1,487,344 4.6 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  49,424   49,646   130,404   

２．受取配当金  6,148   3,677   35,990   

３．受取家賃  16,459   7,909   26,910   

４．テナントビル
収入  42,789   42,883   86,134   

５．雑収入  32,637 147,460 0.9 69,570 173,687 1.1 134,868 414,308 1.3 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  25,814   15,390   45,094   

２．テナントビル
維持費用  16,514   15,952   40,629   

３．雑損失  10,665 52,994 0.3 86,007 117,350 0.7 75,476 161,200 0.5 

経常利益   547,856 3.5  840,775 5.1  1,740,452 5.4 

Ⅵ 特別利益   5,870 0.0  10 0.0  6,870 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※１  4,377 0.0  13,699 0.1  6,293 0.0 

税引前中間(当
期)純利益   549,349 3.5  827,086 5.0  1,741,029 5.4 

法人税、住民
税及び事業税  230,726   334,500   724,647   

法人税等調整
額 

※２ － 230,726 1.5 － 334,500 2.0 48,348 772,996 2.4 

中間(当期)純
利益   318,622 2.0  492,586 3.0  968,032 3.0 

前期繰越利益   2,227,938   －   2,227,938  

中間(当期)未
処分利益   2,546,561   －   3,195,971  
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中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮積立金 
その他の積
立金 

繰越利益剰
余金 

平成17年11月30日 残高（千

円） 
618,000 454,000 120,704 157,064 1,512,397 3,195,971 △31,930 6,026,206 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 785,137 783,630 － － － － － 1,568,767 

剰余金の配当 － － － － － △116,023 － △116,023 

圧縮積立金の取崩  － － － △1,599 － 1,599 － － 

中間純利益 － － － － － 492,586 － 492,586 

利益処分による役員賞与 － － － － － △30,086 － △30,086 

減損処理による土地再評価

差額金の取崩 
－ － － － － △271,255 － △271,255 

合併による子会社利益剰余

金の引継ぎ 
－ － － － － △218,178 － △218,178 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
785,137 783,630 － △1,599 － △141,357 － 1,425,810 

平成18年５月31日 残高（千

円） 
1,403,137 1,237,630 120,704 155,464 1,512,397 3,054,613 △31,930 7,452,017 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年11月30日 残高（千

円） 
479,054 123,096 602,151 6,628,358 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 － － － 1,568,767 

剰余金の配当 － － － △116,023 

圧縮積立金の取崩 － － － － 

中間純利益 － － － 492,586 

利益処分による役員賞与 － － － △30,086 

減損処理による土地再評

価差額金の取崩 
－ － － △271,255 

合併による子会社利益剰

余金の引継ぎ 
－ － － △218,178 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

30,767 146,067 176,835 176,835 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
30,767 146,067 176,835 1,602,646 

平成18年５月31日 残高（千

円） 
509,822 269,164 778,986 8,231,004 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

 ① 売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均

法により算定） 

 ② 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 ④ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

 ①       ───── 

  

  

 ② 満期保有目的の債券 

同左 

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ④ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

 ① 売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均

法により算定） 

 ② 満期保有目的の債券 

同左 

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ④ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2）たな卸資産 

軸受・油圧機器等（産業機械部

門） 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

 その他の商品 

個別法による原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物       15～47年 

構築物      10～20年 

レンタル機械   ５～10年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物       15～47年 

構築物      10～20年 

レンタル機械   ２～10年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物       15～47年 

構築物      10～20年 

レンタル機械   ５～10年 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(2）退職給付引当金 

 同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき

計上しております 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労

金の支出に備えて、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

(3）役員退職慰労引当金 

 同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員の退職慰労

金の支出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

 (4）       ───── (4）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は

15,043千円減少しております。 

(4）       ───── 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

６．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当処理

に、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては特

例処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

同左 

 ｂ．ヘッジ対象 

外貨建債権債務及び外貨建

予定取引 

ｂ．ヘッジ対象 

同左 

ｂ．ヘッジ対象 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

 ａ．ヘッジ手段 

金利スワップ 

ａ．ヘッジ手段 

同左 

ａ．ヘッジ手段 

同左 

 ｂ．ヘッジ対象 

借入金 

ｂ．ヘッジ対象 

同左 

ｂ．ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 為替相場の変動リスク及び金

利の変動リスクを回避するため

に、為替予約取引及び金利スワ

ップ取引を利用しております。 

③ ヘッジ方針 

 同左 

③ ヘッジ方針 

 同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の振当処理及び金利

スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の評価

を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

 同左 

(1）消費税等の会計処理 

 同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が5,675千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき、当該各資産

の金額から直接控除しております。 

 ────── 

      

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,231,004千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 ────── 

      

────── （株主資本等変動計算書に関する会計基準） 

 当中間会計期間より「株主資本等変動計算

書に関する会計基準」（企業会計基準第６号

平成17年12月27日）及び「株主資本等変動計

算書に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第９号 平成17年12月27日）

を適用しております。 

 ────── 
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追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日） 

────── （土地再評価に係る繰延税金資産） 

 当中間会計期間において、土地再評価に係

る繰延税金資産相当額（「再評価に係る繰延

税金負債」からの控除額）の回収可能性を検

討した結果、「土地再評価差額金」が125,188

千円減少し、「再評価に係る繰延税金負債」

は同額増加しております。なお、減損会計の

適用に伴い、当中間会計期間末における土地

再評価差額金の残高は、271,255千円増加し

269,164千円となっております。 

 ────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

前事業年度末 
（平成17年11月30日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
404,700千円 933,680千円 418,324千円 

※２．担保資産    

(イ)担保に供している資産    

受取手形 

建物 

土地 

投資有価証券 

計 

1,953,493千円 

212,026 

1,452,969 

207,807 

3,826,297千円 

675,752千円 

204,784 

1,452,969 

335,040 

2,668,546千円 

910,173千円 

208,365 

1,452,969 

313,316 

2,884,825千円 

(ロ)上記に対応する債務    

長期借入金 

（含む一年内返済予

定分） 

 

1,808,750千円 538,750千円 891,250千円 

 ３．保証債務 当社取引先でリース利用者に対す

る保証 

当社取引先でリース利用者に対す

る保証 

当社取引先でリース利用者に対す

る保証 

 70件 743,504千円 35件 380,816千円 62件 722,619千円 

 以下の当社関係会社の銀行借入金

等に対する保証 

以下の当社関係会社の銀行借入金

等に対する保証 

以下の当社関係会社の銀行借入金

等に対する保証 

  千円

マルカレンタルサー

ビス㈱ 
441,392

ソノルカエンジニア

リング㈱ 
160,000

マルカ・アメリカ 422,919

（3,911千米ドル）  

マルカ・中国 26,120

（2,000千人民元）  

計 1,793,936

 千円

ソノルカエンジニア

リング㈱ 
150,000

マルカ・アメリカ 422,922

（3,766千米ドル）  

計 953,738

 千円

マルカレンタルサー

ビス㈱ 
389,256

ソノルカエンジニア

リング㈱ 
150,000

マルカ・アメリカ 551,104

（4,604千米ドル）  

計 1,812,980

 ４．手形割引高及び裏書譲

渡高 

受取手形割引高 

292,930千円 

受取手形割引高 

146,016千円 

受取手形割引高 

113,248千円 

 受取手形裏書譲渡高 

1,361,604千円 

受取手形裏書譲渡高 

828,926千円 

受取手形裏書譲渡高 

1,173,476千円 

※５．当座貸越契約及び 

コミットメントライン契

約 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及びコミットメントライ

ン契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及びコミットメントライ

ン契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。

これらの契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

2,750,000

借入実行残高 150,000

差引額 2,600,000

 千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

2,750,000

借入実行残高 100,000

差引額 2,650,000

 千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

2,750,000

借入実行残高 150,000

差引額 2,600,000
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  １．その他の積立金の内訳及び変動額 

  

  ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

※１．減損損失  ─────  当中間連結会計期間において、当

社は以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

 上記土地については、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上

しております。なお、当該資産の回

収可能価額は、正味売却価額により

測定しており、固定資産税評価額に

合理的な調整を行って評価しており

ます。 

地域 用途 種類 減損損失 

茨木市 遊休 土地 5,675千円

───── 

※２．法人税等の表示方法  当中間会計期間における税金費

用については、簡便法により計算

しているため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業税」に

含めて表示しております。 

 同左 ───── 

 ３．減価償却実施額    

有形固定資産 15,189千円 43,865千円 30,858千円 

無形固定資産 145千円 145千円 290千円 

  前事業年度末残高 当中間会計期間変動額 当中間会計期間末残高 

 退職給与積立金（千円） 497,327 － 497,327 

 別途積立金（千円） 1,015,070 － 1,015,070 

 合計 1,512,397 － 1,512,397 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式

数（株） 
摘要 

 自己株式      

 普通株式 112,623 － － 112,623   

 合計 112,623 － － 112,623   
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① リース取引 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過 

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

64,802 36,112 28,689 

車両運
搬具 

12,402 5,914 6,487 

合計 77,204 42,027 35,176 

 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器
具備品

61,906 32,447 29,458 

車両運
搬具 

12,402 8,248 4,154 

レンタ
ル機械

858,839 312,244 546,595 

合計 933,148 352,940 580,208 

（注）取得価額相当額は、未経過 

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

64,802 40,914 23,887 

車両運
搬具 

12,402 7,154 5,247 

合計 77,204 48,069 29,134 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 10,990千円 

１年超 24,185千円 

合計 35,176千円 

１年内 416,320千円 

１年超 166,158千円 

合計 582,479千円 

１年内 10,414千円 

１年超 18,720千円 

合計 29,134千円 

 （注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

 ３．当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 

 支払リース料 6,965千円 

減価償却費相当額 6,965千円 

支払リース料 64,010千円 

減価償却費相当額 56,343千円 

支払利息相当額 8,273千円 

支払リース料 13,007千円 

減価償却費相当額 13,007千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

   

  

５．利息相当額の算定方法 

 リース相当額の各期への配分方

法については、利息法によってお

ります。 

  

  

   

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 
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② 有価証券 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日） 

１株当たり純資産額（円) 691.24 896.17 796.18 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 38.45 55.44 113.18 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益（円） 

38.38 54.36 112.41 

    

 
前中間会計期間 

(自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 318,622 492,586 968,032 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 30,086 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (30,086) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 318,622 492,586 937,946 

期中平均株式数（株） 8,287,574 8,885,577 8,287,533 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 14,369 175,364 56,091 

（うち新株予約権） (14,369) (175,364) (56,091) 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日） 

───── （不動産の取得） 

  当社は、平成18年６月20日開催の取締役会

において、今後の建設機械部門の業務拡大を

図るため、レンタル機械の駐車場として不動

産の取得を決議いたしました。 

(1) 目的 

建設機械のレンタルを業務とする、

当社子会社のジャパンレンタル㈱の

レンタル機械駐車場の確保 

(2) 物件の概要 

所在地  神奈川県川崎市 

土地面積 1,341.17㎡ 

建物面積   106.83㎡ 

(3) 購入予定価額 

265,000千円 

(4) 売買契約日 

未定 

（マルカレンタルサービス㈱との合併契約） 

 当社は、平成17年12月26日開催の取締役会

において、今後の建設機械部門の事業効率を

向上させるため、建設機械のレンタルを業務

とする、当社100％出資子会社（特定子会社）

であるマルカレンタルサービス㈱を吸収合併

することを決議いたしました。 

 合併契約に関する概要は次のとおりであり

ます。 

(1) 合併契約書承認取締役会開催日及び合

併契約書締結日 

平成17年12月26日 

(2) 合併契約書承認株主総会 

商法第413条ノ３第１項に定める簡易

合併であるため、当社の合併承認株

主総会は開催しない。 

(3) 合併期日 

平成18年３月１日 

(4) 合併の形式 

当社を存続会社としマルカレンタル

サービス㈱を解散会社とする吸収合

併とし、合併による新株の発行及び

合併交付金の支払は行いません。 

(5) 財産の引継 

合併期日においてマルカレンタルサ

ービス㈱の資産・負債及び権利義務

の一切を引継ぎます。 

 なお、マルカレンタルサービス㈱

の平成17年11月30日現在の財政状態

は次のとおりであります。 

 資産合計 650,367千円 

 負債合計 642,898千円 

 資本合計  7,469千円 

（公募による新株発行） 

 当社は、平成18年１月18日開催の取締役会

において、下記のとおり有償一般募集による

新株発行を決議し、平成18年２月３日に払込

が完了いたしました。 

(1) 募集方法 

ブックビルディング方式による一般

募集 

(2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 800,000株 
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前中間会計期間 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年12月１日 

至 平成17年11月30日） 

  (3) 発行価格 

１株につき1,852円 

(4) 発行価額 

１株につき1,748.32円 

(5) 資本組入額 

１株につき875円 

(6) 発行価額の総額 

1,398,656,000円 

(7) 資本組入額の総額 

700,000,000円 

(8) 払込期日 

平成18年２月３日 

(9) 配当起算日 

平成17年12月１日 

(10) 資金の使途 

子会社への貸付金（工場設備の建

設、レンタル用機械設備の購入及び

運転資金）に充当し、残額を借入金

返済に充当する予定であります。 

（第三者割当増資） 

 当社は、平成18年１月18日開催の取締役会

において、下記のとおりオーバーアロットメ

ントによる当社株式の売出しに関連して、第

三者割当増資を決議し、平成18年２月21日に

払込が完了いたしました。 

(1) 割当先 

野村證券株式会社 

(2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 97,300株 

(3) 発行価格 

１株につき1,852円 

(4) 発行価額 

１株につき1,748.32円 

(5) 資本組入額 

１株につき875円 

(6) 発行価額の総額 

170,111,536円 

(7) 資本組入額の総額 

85,137,500円 

(8) 払込期日 

平成18年２月21日 

(9) 配当起算日 

平成17年12月１日 

(10) 資金の使途 

子会社への貸付金（工場設備の建

設、レンタル用機械設備の購入及び

運転資金）に充当し、残額を借入金

返済に充当する予定であります。 
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